
第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 5

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成29年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

住宅支援給付事務 社会福祉課

生活保護法施行事務 社会福祉課
生活保護費返還金債権管理回収事務 社会福祉課
生活困窮者自立支援事業 社会福祉課

在日外国人老齢福祉金支援事業 保険年金課

3.0 3.5 3.3

行旅病人・行旅死亡人に対する扶助事業 社会福祉課

主要事業 担当課 達成度評価理由

災害被災者見舞金交付事業 社会福祉課

生活保護費支給事務 社会福祉課
要保護者に対して適切に生活保護を適用
した。

就労支援相談員配置事業 商工観光労政課
就労支援相談員1名を配置し、23名に対
し、延べ171回の就労相談を行い、うち6名
の就労に結びついた。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（※基準値） 5 5

11－01－①

セーフティネットの充実

市民の、最低限度の生活を維持できない状況に対し、福祉施策や年金等による支援、生活保護制度の適用、
また、働く意欲と能力のある人への就労支援および就労指導を行います。

自立を理由として生活保護を廃止したケースの比率（％）

被保護世帯のうち就労により生活保護を廃止したケースの割合が平成26年度3.5％（26件）から平成27年度
3.3％（25件）と微減となっている。より一層のケースワーカーと就労支援相談員と連携が必要であると考える。

前年度から0.2％減少しており、目標値である5％とも開きがある状況にある。その背景には、稼働能力者の割
合の減少が考えられる。

ひきつづき、ケースワーカーと就労支援相談員の同行訪問により、積極的な就労意欲の喚起を働きかけ、被
保護者就労準備支援事業やハローワークとの連携事業である生活保護受給者等就労自立支援事業、また就
労活動促進費、就労自立給付金等を活用しながら目標を達成できるように取り組む。

事務事業 担当課

国民年金手続等事務 保険年金課
各種届出の受付や窓口相談、制度啓発を
適切に行うことができた。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-01-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

就労支援対策事業 商工観光労政課

臨時福祉給付金給付事務 臨時給付金推進室
臨時福祉給付金事務 臨時給付金推進室

湖南地区職業対策推進事業 商工観光労政課

11-01-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 500

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成29年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

〇

■施策に含まれるその他の事業一覧

平成25年度 平成26年度 平成27年度

11－02－①

市民相談業務の充実

相談員の技量向上を図り、相談を受けた市民の生活上の不安や問題の早期解決を図ります。

市民から暮らしの困りごとに関して相談のあった数（件）

（※基準値） 500 500

508 447 468

市民の様々な暮らしの中の不安や困りごとについて相談員が受けた件数である。平成24年3月に市社会福祉協議会「心
配ごと相談所」が移転以降、相談件数が増加し、概ね500件程度で推移していたが、平成25年11月に滋賀県司法書士会
草津支部が市内に「くらしの困りごと法律相談会」を開設されたこと、平成27年4月から弁護士による「無料法律相談会」が
開設されたことから、平成25年度に比べ件数は減少している。

平成27年度の相談種別の上位は、昨年度同様、相続・遺言、交通事故・事件、離婚・離縁・男女紛争であり、次に相隣関
係が続いており、社会情勢を反映した結果といえる。様々な相談に的確に対応するために相談員の技量の向上はもとよ
り、法律の専門家や関係行政機関、庁内組織との連携とネットワークを生かすことにより、市民の相談ニーズに対し丁寧
な対応が図られた。

市内では専門相談機関として司法書士会による「くらしの困りごと法律相談会」や弁護士による「無料法律相談会」が開設
され、相談窓口の選択肢が広がったため、相談件数は現行の利用計画目標値より減少すると推測される。今後は、市民
にとってより身近な一次相談窓口としての機能が求められることから、相談員の知識の集積に加え、庁内組織や関係専門
機関等へ適切に繋ぎ、相談ニーズへの丁寧な対応に努める。

市内において、専門相談機関として司法書士会による「くらしの困りごと法律相談会」が平成25年11月から、弁護士による
「無料法律相談会」が平成27年4月に開設され、相談窓口の選択肢が広がったため、相談件数が現行の利用計画目標値
より減少した。

主要事業 担当課 達成度評価理由

市民相談室運営事業 生活安心課

相談件数は目標値を下回ったが、相談内容を
的確に把握し、必要な助言や指導を行った。
高度な法的解釈を必要とする案件は、弁護士
相談の活用や司法書士会などの関係専門機
関等へ繋ぐなど多様な相談ニーズに的確に対
応した。

事務事業 担当課
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-02-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 1,100

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成29年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

〇

〇

■施策に含まれるその他の事業一覧

平成25年度 平成26年度 平成27年度

11－02－②

消費者の自立支援・消費者団体の育成

消費生活行動に関する相談や出前講座など消費者トラブルに陥らないための啓発・教育に努めるとともに、消
費者団体の育成・支援を行います。

市民から消費生活に関して相談（苦情）のあった件数（件）

（※基準値） 1,100 1,100

1,120 1,226 1,118

消費生活に関する相談（苦情）件数であり、前年度より108件減少した。相談総額は前年度の6億2千万円から4
億6千万円に減少したものの相談件数は高止まりしている。

平成23年4月に消費生活センターを立ち上げ、活動方針として「個人救済（被害回復）から教育・啓発活動」を
テーマに据え、消費者リーダー会とも連携を図りながら積極的な啓発活動を展開している。平成27年度は「出
前講座」や市内外のイベントでの啓発回数は延べ28回、その他に毎月の広報くさつや公用車等にマグネットを
用いての啓発等で消費者被害の防止を図った。

「消費者教育推進法」が施行されたことにより、現在取り組んでいる「出前講座」において、小・中学校の生徒を
対象とした消費者教育の推進に努める。また、消費者教育・啓発用マスコットキャラクターであり、国から「消費
者教育推進大使」の委嘱を受けている「クゥとかいな」を用いて、消費生活トラブル等の未然防止に努める。斡
旋業務を積極的に行い消費者の被害回復を図る。

IT関連や携帯・通信機器の普及に伴うトラブルの低年齢化など消費者問題を取り巻く環境、相談内容も変わり
つつある。このため、常に迅速かつ的確な情報の収集と、関連する法律改正に適切に対応できる知識の習
得、関係機関等との連携が求められる。

主要事業 担当課 達成度評価理由

食の安全推進事業 生活安心課

消費者教育推進事業 生活安心課

消費生活に関する相談に的確に対応するとと
もに、出前講座など消費者トラブルに陥らない
ための啓発活動、消費者団体の育成・支援を
行った。

消費生活相談啓発事業 生活安心課
消費者被害を防止するための教育・啓発活動
を充実・強化するため、相談支援体制の充実
を図った。

事務事業 担当課
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-02-②



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 81

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成29年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

平成25年度 平成26年度 平成27年度

11－02－③

生活衛生の向上

畜犬登録・狂犬病予防注射の実施、公道上の小動物死骸処理をはじめ、火葬施設や市営墓地の適正管理な
ど、生活衛生の向上に努めます。

狂犬病予防注射接種率（％）

（※基準値） 80 81

80.99 83.79 81.92

犬の飼い主に対して狂犬病予防注射実施の周知や未接種の飼い主への個別通知などを実施した結果、目標
値を超える接種率を確保することができた。

　狂犬病予防注射の接種向上のため、啓発や周知を行った。また、未登録の犬が発生しないよう、転入者への
畜犬登録についての周知や、ペットショップへの登録周知を図った。
　公衆衛生の向上ならびに市民の安心につなげるため、公道上の犬猫等の死骸回収および焼却処理、ならび
に火葬場や市営墓地の適正管理に努めた。

　狂犬病予防注射について、さらなる接種率向上に努める。また、未登録の犬が発生しないよう、引き続き転
入者への周知やペットショップへの協力依頼等により、畜犬登録数の向上に努める。
　公道上の犬猫等の死骸回収および焼却処理、ならびに火葬場や市営墓地の適正管理にも引き続き努め、生
活衛生の向上を図る。

主要事業 担当課 達成度評価理由

畜犬対策事業 生活安心課
飼い犬の畜犬登録への啓発や、狂犬病予
防注射の接種率向上に努めた。

火葬場管理運営事業 生活安心課
火葬需要に適切に対応しつつ、必要な修
繕を実施し、火葬場の適正な維持管理を
行うことができた。

市営墓地管理事業 生活安心課

清掃作業など市営墓地の適正な管理に
努めた。また、管理の効率化を図るため、
管理システムを導入した。管理料について
も全件徴収を達成した。

小動物死骸処理事業 ごみ減量推進課
公道上の犬猫等の死骸回収および焼却
処理を行い、生活環境・公衆衛生の保全
に務めた。

事務事業 担当課
公衆浴場衛生確保対策費補助事業 生活安心課
衛生害虫駆除事業 生活安心課
路上喫煙対策事業 生活安心課
駅前公衆便所維持管理事業 ごみ減量推進課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-02-③


